
所 管 課
事業概要

（①目的・効果、②交付金を充当する経費内容）

交付金充当額

（円）

1 保健センター

①エネルギーや食料品価格等の物価高騰の影響を受ける施

術所・歯科技工所が、持続的かつ安定的なサービスの提供

を図ることができるよう、支援金を支給する。

②支援金の原資及び関連する事務費

物価高騰対策 R5.12 R6.3 8,692,545 8,640,000

【実施状況】

光熱水費等の物価高騰の影響を受ける市内の施術所や歯科技工所を支援するため、物価高騰対策支

援金を支給した。

〇施術所※   支給件数 84件

 ※令和5年12月1日時点において、「あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する

  法律」又は「柔道整復師法」に規定されている施術所を運営している者で、令和5年4月1日

  から11月30日の間に保険診療を行った施術所

〇歯科技工所※  支給件数 24件

 ※令和5年12月1日時点において、「歯科技工士法」に規定されている歯科技工所を

  運営している者

【事業効果】

光熱水費等の物価高騰により収益が圧迫された施術所及び歯科技工所の事業継続に寄与した。

8,692,545 8,640,000

施術所・歯科技工所物価高騰対策

支援事業

※「実績額」は総事業費。

※実施計画に掲載した事業のうち、交付金を充当した事業のみ、本表に掲載。

※実施計画に掲載した事業のうち、次の事業については、令和6年度に繰り越して実施しているため、事業完了後、令和7年度に公表

 物価高騰臨時特別給付金支給事業（住民税非課税世帯）【物価高騰対策給付金】、物価高騰臨時特別給付金支給事業（住民税均等割のみ課税世帯）【物価高騰対策給付金】、物価高騰臨時特別給付金支給事業（こども加算）【物価高騰対策給付金】、

 物価高騰臨時特別給付金支給事業（新たに住民税非課税等となる世帯）【物価高騰対策給付金】、物価高騰臨時特別給付金支給事業（調整給付）【物価高騰対策給付金】、子育て世帯物価高騰対策応援金支給事業、中小企業者等物価高騰対策支援事業

事 業 名

実 績 額

（円）

令和5年度完了物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業（実施状況及び事業効果）
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